
補助者届出に関する注意事項 

 

平成 30 年 7 月 31 日 

① 補助者の設置届出の場合 

・ 補助者設置届（様式第１号）１通 

・ 補助者となる者の履歴書（任意様式、Ａ～Ｄ記載のこと）１通 

Ａ）在職期間を明記した職歴 

Ｂ）勤務先名称 

Ｃ）保有資格 

Ｄ）行政書士事務所入所日 

・ 会員の誓約書（様式第２号）１通 

・ 補助者の誓約書（様式第３号）１通 

・ 住民票（原本、届出提出日３ヶ月以内のもの） １通 

（補助者となる者の住所・氏名・生年月日記載、届出提出日３ヶ月以内） 

・ 上半身写真（設置届の上部空白部分に貼付）１枚 

（縦３×横 2.5cm、無背景で届出提出日３ヶ月以内に撮影されたもの） 

・ 手数料 ￥５，０００－ 

 

② 補助者証更新申請の場合 

・補助者証更新申請書（様式第４号）１通 

・上半身写真（更新申請書の上部空白部分に貼付） 

（縦３×横 2.5cm、無背景で届出提出日３ヶ月以内に撮影されたもの）１枚 

・氏名変更のある場合は、戸籍抄本（原本、届出提出日３ヶ月以内のもの）１通 

・住所変更のある場合は、住民票（原本、届出提出日３ヶ月以内のもの）１通 

・手数料 ￥４，０００－ 

＊補助者証有効期間満了日の 3 ヶ月前から有効期限日までに申請のこと（必着） 

有効期限日当日までに本会へ到着しなかった場合は、更新ではなく新たに設置とな

りますので、ご留意ください（設置届書類一式の提出、現補助者証の返納及び設置手

数料 5,000 円の支払いが必要になります）。 

 

③ 補助者の変更届の場合（補助者の氏名・住所の変更）（補助者証記載事項の変更） 

・ 補助者変更届（様式第５号）１通 

・ 補助者の氏名変更の場合は、戸籍抄本（原本、届出提出日３ヶ月以内のもの）１通 

・ 補助者の住所変更の場合は、住民票（原本、届出提出日３ヶ月以内のもの）１通 

・ 会員の氏名・法人名・事務所所在地変更の場合は、 

行政書士変更登録申請書控え １通 

・ 上半身写真（変更届の上部空白部分に貼付）１枚 

（縦３×横 2.5cm、無背景で届出提出日３ヶ月以内に撮影されたもの） 

・ 手数料 ￥１，０００－ 



④ 補助者証紛失の場合 

・補助者証・補助者章 再交付申請書（様式第６号）１通 

・紛失届・誓約書（様式第７号）１通 

・上半身写真（申請書の上部空白部分に貼付）１枚 

（縦３×横 2.5cm、無背景で届出提出日３ヶ月以内に撮影されたもの） 

・手数料 ￥１，０００－ 

 

⑤ 補助者徽章紛失の場合 

・補助者証・補助者章 再交付申請書（様式第６号）１通 

・紛失届・誓約書（様式第７号）１通 

・手数料 ￥１，５００－ 

 

⑥ 補助者の廃止届出の場合 

・補助者廃止届（様式第８号）１通 

・補助者証、補助者章（徽章）を本会に返却のこと 

（紛失等により返却できない場合は「紛失届・誓約書（様式第７号）」を添付） 

 

申請・届出の提出方法について 

 ・大阪府行政書士会に郵送又はご持参ください。 

 

手数料について 

・持参の場合、現金をご持参ください。 

・郵送の場合、手数料は現金書留・小為替又は郵便局払込でお願いします。 

【ゆうちょ銀行から払込】加入者名：大阪府行政書士会 口座番号 00940-4-103197 

【ゆうちょ銀行以外から払込】 

ゆうちょ銀行（当座）〇九九店（ゼロキユウキユウ店） 口座番号：0103197 

・払込で納付する場合は、届出・申請書と一緒に払込書控えコピーも同封してください。 

 

補助者証の交付について 

・補助者証の交付は届出から約２～３週間を要します。届出は余裕をもって行っていた

だくようお願いします。 

 ・補助者証は発行でき次第、郵送にて事務所に送付いたします。 

 ・更新の方について、旧補助者証は新補助者証送付時に同封している返信用封筒にて事

務局までご返却ください。 

 

補助者証の有効期間について 

 ・補助者証の有効期間は、補助者証発行の日から３年です。 

 

 



～以下、参考資料（新入会員のためのマニュアル抜粋）～ 

補助者に関する事項 

行政書士は、その事務に関して補助者を置くことができる（法施行規則第５条）。この事務

とは、法第１条の２及び第１条の３に規定する業務の補助及びその業務に付随して処理する必

要のある事務をいう。 

しかし、行政書士の業務はあくまでも行政書士の責任においてなされなければならないもの

であって、補助者に一任してしまうことは許されないし、また、補助者に作成させた書類は必

ず点検の上、その書類に記名して職印を押さなければならない。 

さらに、行政書士が補助者を置いたとき、補助者に異動があったとき、又は補助者を置かな

くなったときには、遅滞なく、その者の住所及び氏名を行政書士会に届け出なければならない

こととなっている（法施行規則第５条第２項）。 

補助者は、その業務を遂行するにあたり行政書士会が発行する補助者証を携帯し、補助者章

を着用しなければならない。 

 

＜法施行規則＞ 

（補助者） 

第５条 行政書士は、その事務に関して補助者を置くことができる。 

２ 行政書士は、前項の補助者を置いたとき又は前項の補助者に異動があったときは、遅滞なく、

その者の住所及び氏名を行政書士会に届け出なければならない。補助者を置かなくなったと

きも、また同様とする。（法施行規則第１２条の３で「行政書士法人」に準用） 

 

 

以上 


